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1	 現在の代理店経営には、後継者・優秀な営業人材の獲得および育成、メーカー
直接販売（以下、直販）チャネルとの競合の激化など、代理店単独では解決し
がたい問題が山積している。メーカーにとって、代理店販売改革の必要性は高
まっている。

2	 厳しい経済環境やメーカーの直販強化によって、一時期、代理店販売はその必
要性を失いかけたかのように見られたこともあった。しかし、直販の強化に走
った結果、メーカー側の固定費がふくれ上がりコストアップを招いた。メーカ
ーによる全国的な直販展開は、このように現実的に難しく、かつ非効率であ
り、そのため代理店をリバイバル（復活）させ、より強い代理店をつくり出す
ことが最良の施策である。

3	 メーカーによる代理店販売改革には、①パナソニックやTOTOなどに見られ
る代理店の「業態変革」による代理店成長シナリオの実現、②事務機メーカー
に見られる代理店に対する「間接業務支援」、③産業機械メーカーに見られる
「代理店再編」の動き──があり、これらにはメーカーへの示唆が多い。

4	 メーカーが代理店販売改革を進めるに当たっての方向性は、メーカーと代理店
との共存共栄である。その方法としては、①業態変革による代理店成長シナリ
オの策定と業態変革の支援、②代理店の間接業務を共通サービスとして提供す
ることによる代理店経営インフラの強化、③代理店再編による強い代理店の創
出──が挙げられる。
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Ⅰ 現在の代理店経営

代理店経営の問題点と改革の必要性
日本市場の停滞、零細代理店の経営者の高

齢化と後継者の不在などにより、代理店販売
は成長シナリオを描くことが難しくなってい
る。

日本市場は停滞の一途をたどり市場環境が
厳しさを増すとともに、事務機、産業機械、
ファクトリーオートメーション（以下、
FA）などいくつかの業界では、メーカー自
身による直接販売（以下、直販）を強化し
た。その結果、代理店販売はその必要性を失
いかけたかのように見られた時期もあった。
代理店は、上述の後継者不足はもとより、優
秀な営業人材の獲得と育成が困難であること
や、メーカーの直販との競合の激化などに直
面して経営上困難に陥っているケースも多
く、代理店単独では解決しがたい問題が山積
している。

また、代理店のかつてからの母店機能（一
次店機能）である在庫・金融・販売促進機能
だけでは商流に介在する意義が十分に発揮で
きなくなってきており、中間領域としての単
なる卸機能も限界を迎えている。さらに、顧
客と接点を持つ代理店は、たとえば事務機、
産業機械などでは零細な事業者が多く、付加
価値型販売への移行を試みても、経営資源に
制約があるため困難を伴っているのが現実で
ある。

メーカーにとっても、後述するように停滞
する日本市場すべてを、固定費となる直販で
カバーすることは非現実的である。代理店の
見直しによって販売の新たな活路を見出す必
要性が生じてきている。

代理店網は成長市場を前提に構築されてき

たため、市場の成熟化、あるいは市場の停滞
に伴って供給過多の状況となっている。加え
てメーカーがソリューション事業にテコ入れ
するために直販を強化したことも、体力のな
い代理店を苦境に追い込むことになった。

それでは、代理店を自然淘汰させ、メーカ
ーが日本市場のすべてを直販でカバーできる
かというとそうではない。代理店には過去か
らの顧客との強いつながりに支えられてきた
顧客基盤があり、それらは決して、１年や２
年でメーカーが継承できるものではないから
である。逆に成熟化した時代であるからこ
そ、代理店というこの「資産」に再度着目す
る必要があると考えられる。代理店チャネル
による日々の顧客コンタクトの強さを最大限
に活かし、成長シナリオをいかに描き出すか
が、実はメーカーにとって重要な課題となっ
ているのである。

Ⅱ 代理店販売の問題点

業態変革のできる代理店を集約化
このように、メーカーは直販を強化したた

め固定費が上がりコストアップを招いた。ま
た、メーカーによる日本全国への直販もしく
は子会社である販売会社による販売は、営業
リソースをすべて固定資産として内部に保有
しなければならないので難しい。そのため、
代理店を活性化することによって、強い代理
店を見出し、かつ絞り込んで成長させること
の必要性に迫られている。

たとえば事務機業界では現在、多くの代理
店が経営危機に陥り、メーカーが仲介して救
済している。前述のように同業界には零細な
代理店が多く、顧客のニーズが単なる単品売
りではなく、ネットワーク時代に対応したソ
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リューション営業に変化しているにもかかわ
らず、それに適応できていないケースも多く
見られる。

事務機業界の代理店では、保守料金が従来
より著しく値下げされ、経営がますます圧迫
されている。加えて、メーカー直販もあって
市場競争は激化し、成長余力を見出せないで
いる。

自ら単独で業態変革することができない代
理店に対し、事務機メーカーは以前から代理
店を組織化し、彼らへの教育・表彰などによ
って業績の底上げを図ろうとしているが、そ
れでも代理店が大きく構造転換をすることは
難しい。しかも価格競争が激しい事務機市場
のなかでは、多くの代理店は成長の源泉とな
る新たなる機器販売やサービス収益を獲得す
るシナリオを描けていないままである。

また、事務機メーカーが代理店変革のため
に多くの人員を支援部隊に充て、機器ばかり
でなく、ネットワークサービスなど周辺のサ
ービス事業を組み合わせた拡販を試みても、
メーカー人材のサポートがなくなると、代理
店は昔ながらの機器の単体販売に戻り、定着
性のない施策となってしまっている。

産業機械やFAであれば、単なる機器の販
売ではなく、制御システムまで含めたソリュ
ーション営業が必要となっているものの、そ
れまでの機器販売から抜け出せない代理店も
多い。電子部品の代理店も、単にデバイスの
単品販売ではなく、顧客にソリューション営
業をしなければならないが、代理店はメーカ
ーの販売部隊ほど人材が豊富ではなく、ソリ
ューション営業ができる人材を育成できてい
ないことが多い。

こうしたことはどの業界にもいえる。メー

カーとしては代理店を再編し、規模が小さく
改革意欲の低い代理店は絞り込みたいが、そ
うした代理店の思い切った再編に取り組めて
いる日本のメーカーは少ない。古くからのし
がらみも多く、代理店に対するマネジメント
改革は、手を下せない領域になっているケー
スすらある。

むしろメーカーは、代理店がかねてから持
っている顧客との根の張った関係をうまく活
用し、複雑化している顧客ニーズに対応でき
る販売体制を再構築しなければならない。そ
れにはまず、

● 直販すべき地域と顧客
● 代理店販売すべき地域と顧客
──を明確に定義するなど、販売チャネル

の戦略を今一度明確に定めなければならな
い。そのうえで代理店に期待することと役割
を再定義し、それに基づいてどのような代理
店を育てるべきか、業態変革した代理店の姿
を明確化し、代理店の新たな定義・姿に対し
て意欲のある代理店を集約させることで、業
態変革を推進していける代理店を、メーカー
自らが意識的につくり出す必要がある。

Ⅲ 代理店販売改革への示唆

業態変革・間接業務の共通化・再編
による改革

代理店販売改革の事例として、
①業態変革の事例
②代理店間の間接業務を共通化し、代理店

の販売力を強化した事例
③代理店再編で強い代理店をつくり出した

事例
──の３つを見る。これらの事例では、本

稿で主に取り上げている法人営業の代理店の
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みならず、一般消費者向け営業の「BtoB 
toC（企業間・企業消費者間）」の事例も含
めており、そのなかから法人営業における代
理店販売改革への示唆を抽出したい。

1│	業態変革の事例
1－1 パナソニック

パナソニック（松下電器産業・当時）は、
衰退していた代理店（小売店）チャネルの改
革を実施した。2003年４月に「スーパープロ
ショップ制度」を開始し、意欲ある5800店の
小売店を「SPS（スーパープロショップ）」
に認定し、このSPSをサポートすることで、
量販店に対抗できる販売網のリバイバル（復
活）に成功している。

従来であれば小売店のサポートは、平等性
を重んじるあまり、努力や意欲によって扱い
を変えることはしてこなかった。これは逆に
小売店が不公平な扱いをされていることを意
味する。小売店施策は本来、努力や意欲で優
劣をつけてしかるべきである。パナソニック
はそこに切り込んだ。つまり、平等を重んじ
るあまり評価という点では公平性を欠いてい
た小売店施策に新たに取り組んだのである。

パナソニックにかぎらず、多くのメーカー
は、すべての小売店に同じような待遇をして
しまう。小売店を絞り込めないことから、や
る気がある小売店に手厚いサポートができな
い。パナソニックのSPSは小売店を切り捨て
るのではなく、意欲のある小売店を選定し、
士気が高い小売店の業態変革をしたことが成
功の大きなポイントとなっている。

またこの施策では、パナソニックに、「Ｖ
商品」といわれる戦略商品があったことが成
功の鍵にもなった。Ｖ商品自身の持つ商品力

により、量販店が低価格を武器に拡販する前
に、SPSが地域の得意客に向けて垂直立ち上
げ（発売と同時に商品販売実績を上げるこ
と）的に販売ができるように顧客データベー
スやCRM（顧客関係管理）の構築を支援し
た。これによってSPSは、量販店ではカバー
できないような設置サービスを伴う高齢者向
けの地域サービスなど、付加価値の高いサー
ビスに転換している。

パナソニックのスーパープロショップ制度
は一般消費者向けの事例であるが、こうした
事例は法人営業の改革にも応用できると思わ
れる。事務機・FA・産業機械などでも、代
理店は単なる箱売り販売では生き残っていく
ことはできない。メーカーは意欲が高い代理
店のみ徹底的に教育して業態変革を支援する
ことが考えられ、それによって、従来から代
理店が保有している顧客基盤を継承していく
ことができる。

1－2 TOTO

住宅設備機器メーカーのTOTOは、国内
の新築着工戸数が減少するなか、水回り工事
業者である代理店に業態変革を促すことで住
宅リフォーム需要を取り込み、事業拡大を目
指している。

すなわち、水回り工事業者が住宅エコポイ
ント制度の仕組みを活用して、リフォームの
施工ができるよう、TOTOは、同ポイントが
付与される省エネルギー（以下、省エネ）建
材を商品に持つYKK AP、大建工業とも連
携し、水回り工事業者にリフォーム工事の技
術を教育している。具体的には、個人がリフ
ォームで省エネ建材を購入すると得られる住
宅エコポイントで住宅設備機器も同時に購入
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できるという新制度を活用し、水回り工事業
者から見たクロスセル（関連商品の販売）を
可能とすることで、代理店（水回り工事業
者）の提供する付加価値を飛躍的に高めてい
る（図１）。

また、TOTOは自社のショールームで省
エネ建材を展示することで、個人である施主
に、住宅エコポイントを活用した住宅設備機
器の購入を促し、加えて、零細企業の多い水
回り工事業者の提案力も支援している。

このように、TOTOは水回り業者がYKK 
APや大建工業の住宅建材を販売・施工でき
る（クロスセルできる）取り組みをしている
が、それには、既存商品との相乗効果の高い
商品であることが鍵となっている。

1－3 菱食

食品卸売り大手の菱食は、顧客である食品
スーパーに新たな付加価値を提供すること

で、人口が減少する日本市場での生き残りと
成長を模索している。

以前同社は、食品スーパーで売れた商品デ
ータをPOS（販売時点情報管理）から入手
し、それを即時納入するためにIT（情報技
術）投資と物流センターを高機能化してき
た。しかしこうしたビジネスモデルの成長に
陰りが見え始め、一方、消費者のライフスタ
イルが多様化するなか、食品スーパー成長の
鍵は、新規顧客となる消費者の獲得となって
いる。そこで菱食は、米国に本部を置きマー
ケティング調査に精通するニールセン・カン
パニーと提携して食品スーパーの小売り店舗
の周辺住民にインターネットアンケート調査
を実施することで、近隣の消費者のライフス
タイルや嗜好を把握するインフラを構築した

（図２）。
菱食の取引先である食品スーパーは、商圏

内の消費者のライフスタイルや嗜好を把握で

図1　業態変革を促すためのTOTOの戦略

注）クロスセル：関連商品の販売
出所）公開情報より作成

既存商流
新規商流

● TOTOから既存の代理
店に、YKK APの住宅
向け建材をクロスセ
ルする

水回り工事業者
（代理店）

エンドユーザー
（施主）

YKK AP

● 窓サッシなど建材のリフォーム
工事の研修・教育を実施

● メーカーショールームにリフォ
ームと水回り機器のクロスセ
ルのイメージブースを設置

新築需要が鈍化するなか、
TOTOは、自社の住設機器販売
を促進するために、異業種と
クロスセルが実現できるよ
う、代理店である水回り工事
業者を支援
●　住宅エコポイントとの組み
合わせ、すなわち住宅エコ
ポイント付与対象である省
エネルギー建材を販売し、
そのポイントを住宅設備機
器に利用させる戦略

支援フロー
提携関係TOTO

● 提携関係を結び、互いのシ
ョールームでクロスセルの
ブースを設置
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きていなかった。そこで菱食は上述の分析デ
ータをもとに、惣菜コーナーの売り場の改善
を提案し、新規顧客が来店する仕掛けを講
じ、成果を生み始めている。

消費者のアンケート調査結果をただ単に手
にしただけでは付加価値は生まれない。菱食
は飲食店向けのカタログ販売で消費者にダイ
レクトに宅配サービスを10年来展開してお
り、赤字事業でも継続してきた。最終消費者
と顧客接点を持ち、消費者の嗜好やライフス
タイルの変化に対する仮説を持っていたこと
が、食品スーパーに対する提案力を担保して
いるのである。

菱食は食品スーパーだけではなく、こうし
たマーケティングデータをもとに、川上の食
品メーカーに対しても新商品の開発を提案
し、商流においてさらなる競争優位の立場を

構築しようとしている。
メーカーから見ると菱食は代理店である。

食品業界では卸売りが集約され相対的に大規
模になっており、菱食のように大きな事業者
は上述のように自ら業態変革を行える体力が
ある。しかし、零細事業者が多く自ら業態変
革が進められない代理店の多い他の業界であ
れば、メーカー自らが最終顧客との接点を持
つことで付加価値提案が可能なモデルをつく
り上げることも、代理店への業態変革を促す
うえでは重要な取り組みといえる。

1－4 米国シネックス

米国ではIT機器のディストリビューター
（卸売店）であるシネックス（Synnex）が、
傘下の代理店に対して、機器を販売するだけ
でなく、代理店が顧客に対して付加価値提

図2　菱食の業態変革と付加価値提案スキーム

注）POS：販売時点情報管理
出所）公開情報より作成

既存商流
新規商流

食品スーパー

ニールセン・
カンパニー

食品メーカー

エンドユーザー
（消費者）

● 惣菜コーナーの商品提案
を行い、食品スーパー
にとっての新規顧客の
来店増を醸成

● 分析データをもとに新商
品開発の提案

● 菱食は人口減による売り上げ
減少から脱却すべく、自ら
マーケティング企業として業
態変革し、売れた商品をPOS
データにより納品するのでは
なく、今後売れる商品を提案
する体制を構築

支援フロー
提携関係

菱食（卸売り）
（代理店）

●　ニールセン・カンパ
ニーと提携し、食品
スーパーにとって新
規顧客となる消費者
のライフスタイルや
求める商品を分析で
きるインフラをつく
る
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案・サービスを提供できるSaaS（Software 
as a Service：アプリケーションソフトをサ
ービスとして利用すること）展開をしてい
る（図３）。

米国のプリンター業界では、機器の販売だ
けではなく、オフィス内にあるすべてのプリ
ンター機器の遠隔からの状態監視や、機器販
売・保守サービスをワンストップで提供する
ニーズが高まり、これらは「MPS（Managed 
Print Services：プリンターの包括的管理サ
ービス）」という名前で広く普及している。
ただし、代理店には零細事業者が多く、この
ビジネスモデルを実現するためのITシステ
ムに投資する体力がない。そこでシネックス
は、自社内にサーバーを設置し、傘下の代理
店（VAR：付加価値再販売業者）がSaaSを
使えるシステムを構築している。SaaSのサ
ービスは、最終顧客から見れば代理店が提供

しているように見える。シネックス自身はメ
ーカーではないが、同様の取り組みは、プリ
ンター・複写機メーカーの100%子会社であ
る販売会社が、傘下の代理店に提供している
事例も多く見られる。

SaaSを提供するだけで売り上げが簡単に
拡大するわけではない。代理店の箱売り営業
をソリューション営業に転換するため、メー
カーはSaaS環境を提供するのみならず、販
売能力に応じて代理店を選抜し、彼らを教育
する必要がある。

2│ 代理店間の間接業務を徹底強化し、
 代理店販売力を強化した事例

事務機メーカーＡ社は、代理店からの消耗
品の受発注をインターネット経由でできるプ
ラットフォームを提供することで、間接業務
を徹底強化している。従来は代理店側が専門

図3　米国のIT機器のディストリビューター（卸売店）シネックス（Synnex）の付加価値販売に向けた
　　 販売チャネル支援

既存商流
支援フロー
提携関係

● OEMもしくは専用モデルの供
給を受け、MPSの提供が可能
なラインアップをそろえる

VAR
（代理店）

エンドユーザー

メーカー シネックス
（米国）

● 「PrintSolv（MPSの名称）」を
傘下のVARにSaaSとして提供

● 同時にアセスメントノウハウの教
育を提供

● サプライマネジメント、プリンタ
ーの状態監視、Usage Reporting
（利用統計）、ドライバーアップ
デートなどを提供

注）IT：情報技術、MPS：Managed Print Services：プリンターの包括管理サービス、OEM：相手先ブランドによる生産、
　　SaaS：Software as a Service：アプリケーションソフトをサービスとして利用すること、VAR：付加価値再販売業者
出所）公開情報より作成
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の担当者を配置していたが、インターネット
経由での処理が可能になったことで、販売事
務業務（受注業務、請求、回収業務）の効率
化が図れ、物流業務も大きく改善することに
なった。

機器販売においても、エンドユーザーから
の注文に合わせた機器構成（本体とオプショ
ンなどの組み合わせ）を代理店から受け、メ
ーカーが機器を構成して顧客へ直送すること
で、代理店が過去ばらばらに行っていた設置
や組み立て作業が大幅に効率化されることに
なった。これにより、代理店は在庫を最小化
でき、一方でメーカーは、代理店経由でエン
ドユーザーの注文が、機器構成情報とともに
獲得できることでエンドユーザーが好む商品
構成の傾向などを把握できる。そして、代理
店には在庫を最小化できるというメリットが
あり、代理店の在庫負担が少ない分、メーカ
ーへの発注も増えることになる。

メーカーは代理店に対して一定のリードタ
イムでの納入を約束することによって、代理
店が販売機会を逃すことがないというコミッ
トメントを行うことが必要となる。従来から
の関係よりもさらに一歩踏み込んだ関係を構
築するために代理店の間接業務、物流業務を
メーカーが担うことは有効な術である。こう
した間接業務をメーカーがプラットフォーム
サービスとして提供することは、代理店が付
加価値のより高い販売行為に集中できる基盤
をつくることになり、代理店販売改革にとっ
ては重要である。

3│	代理店再編で強い代理店を 
	 つくり出した事例

前述したように、多くの代理店は後継者不

足をはじめとした経営難に陥っている。弱い
代理店の数が増えると代理店に対する管理効
率が落ち、地域での販売カバレッジ（販売
網）を失うことにもなりかねない。その対策
としては、弱い代理店をいかに再生するか、
もしくは救済・合併していかに吸収するかと
いう視点ではなく、強い代理店をいかに意識
的につくり出すかを考えなければならない。

その方法としては、業態変革に積極的な代
理店をつくり上げ、改革意欲が強い代理店と
そうではない代理店を明確に「層」で選別す
ることも考えられる。改革意欲が強く業態変
革が進められる代理店をつくり、その傘下に
二次代理店を設置し、一次代理店から末端ま
で業態変革を進めるのである。

産業機械メーカーＢ社は代理店販売改革を
進めるため、大規模な一次代理店の傘下に二
次代理店を組織化している。一次代理店は二
次代理店に対して、強いソリューションマイ
ンド（ソリューション営業に対する意欲）を
要請しながら教育を進めると同時に、業態変
革できない二次代理店は吸収してしまうな
ど、傘下の二次代理店の思い切った整理・統
合を進めている。

Ｂ社の一次代理店は顧客に対して、制御シ
ステムと機器販売を組み合わせたソリューシ
ョン営業ができる実力を持っている。一次代
理店は二次代理店の経営品質の向上に努める
とともに、二次代理店に対してソリューショ
ン営業を実現させるための教育を行ってい
る。しかしながら、二次代理店によっては機
器販売から抜け出せないところもあり、改革
意欲に乏しいそうした代理店に対しては、意
欲を見極めたうえでサポートを打ち切ってい
る。傘下の二次代理店の経営者の意欲、業態
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変革への意思をくみ取ることで、二次代理店
へのサポートのレベルを明確に分けているの
である。

日本IBMでも2002年に一次代理店を絞り込
み、それまで一律に取引していた250社の代理
店のなかから10社を「付加価値型卸売店：
Value Added Distributor（ 以 下、VAD）」
と認定し、その他の代理店の多くをVADと
取引する二次代理店とした。日本IBMからの
教育はVADに集中させ、二次代理店には
VADが教育するという形に変えている。一
次代理店化（母店化）した代理店を意識的に
つくり出し、その代理店が傘下の代理店を再
編するのである。

代理店のこうした層別管理によって、強い
一次代理店が傘下の代理店を整理・再編しな
がら、強い二次代理店を意識的につくり出
す。メーカーは層ごとの経営品質を上げてい
くために、代理店に対する経営品質の管理を
強化する必要がある。

それにはたとえば、JQA（日本経営品質
賞）、業績評価システムであるバランススコ
アカード、あるいはGE（ゼネラル・エレク
トリック）やゼロックスが実施しているシッ
クスシグマなど、統一した管理手法を用い
て、代理店の経営品質を管理することが有効
な方法である。そうすることで、代理店の経
営品質を明確に選別できるようになり、また
上の層に引き上げる際の共通の指標を持つこ
ともできる。

機械メーカーＣ社は地域ごとにコア（中
核）となる強い代理店を意識的につくり出
し、その代理店に弱小代理店を吸収させる方
式を取っている。その強い代理店には、ソリ
ューション営業に意欲的で、経営品質を高め

られる経営者がいる事業者を選定している。
これによって地域のコアをつくり出し、首都
圏・名古屋・大阪などの大都市は直接販売、
首都圏以外の地方は代理店販売を原則とし、
各地域でコアとなる代理店を中心に、営業改
革・チャネル戦略の再構築を進めている。

Ⅳ 代理店販売改革の方向性

メーカーによる代理店販売改革の 
３つの方向性

メーカーが代理店販売改革を進める基本的
考え方は、当該メーカーと代理店との共存共
栄が大前提となる。具体的方法としては、上
述の事例で見たように、

①業態変革による代理店成長シナリオの策
定（過去の延長線上からの完全脱却）

②代理店の間接業務基盤の徹底強化
③代理店再編による代理店ネットワークの

再構築
──が挙げられる。

1│	業態変革による代理店成長 
	 シナリオ

業態変革による代理店成長シナリオの構築
は、箱売りしかできていない代理店に思い切
った業態変革を促すことで、顧客ニーズに即
したソリューション営業展開ができるような
サポートをするものである。従来からの代理
店施策のほとんどは量を重点的に管理するも
のであり、質に重点を置いた管理は、多くの
企業で試みられながらも、基準が明確にでき
ないなどの理由で定着してこなかった。評
点・経営者の質・自己資本比率による足きり
を考えるだけでなく、思い切った業態変革の
考え方を取り入れなければならない。
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従来の代理店が行っていた単品セールス的
な販売ではなく、顧客ニーズを捉え、商品と
サービスを組み合わせたソリューション営業
を実現するためには、エンドユーザーのニー
ズを理解したうえで、代理店が顧客基点での
ソリューション営業を行うためのプラットフ
ォームを提供して業態変革を支援する必要が
ある。

たとえば、代理店単独ではできない顧客デ
ータ管理のためのSaaSなどを構築すること
で、顧客ニーズに合わせ、自社製品のみなら
ず、他社製品も組み合わせて提案する力を育
成することなどが考えられる。メーカーは自
社製品の販売のみを代理店に期待するのでは
なく、顧客ニーズに即したサービスといかに
組み合わせ、代理店経由でそれに応えていく
かを考えなければならない。

メーカーは、他メーカーの製品に対するサ
ポートも含め、代理店経由による製品販売・
サービス展開・顧客・市場を分析し、顧客接
点としての代理店の付加価値を最大化するこ
とが重要である。さらに選別された代理店に
対しては、代理店の意欲を確認するために
も、教育プログラムなどの受講はある程度自
己負担をさせる。業態変革は何よりも、それ
を自主的に進める姿勢が重要となるからであ
る。加えて、前述の顧客管理の仕組みや販売
促進における情報支援ツールの提供などとい
った面からのサポートをすることが必要とな
る。

2│	代理店の間接業務支援
メーカーによる代理店の間接業務支援に

は、たとえば物流・在庫管理などの代理店の
SCM（サプライチェーン・マネジメント）

支援や、受注・請求・回収といった事務作業
などの支援が考えられる。代理店はこれによ
って、リソース（資源）を販売に集中させる
ことが可能となる。

零細な代理店であっても、顧客からの受注
窓口、事務作業、倉庫、配送、請求、回収な
どのサービスを提供するための要員を抱えて
おり、代理店１社のむだが、多くの代理店網
を持つメーカーには大きなむだになっている。

それを解消するには、こうした事務作業の
プラットフォームとして代理店向けのBPO

（ビジネスプロセス・アウトソーシング）を
管理サービスとして提供することなどが考え
られる。ただし、顧客情報が外部にもれてし
まうことを代理店が懸念することも考えられ
るため、その運用には代理店の心理的不安を
払拭し、かつわかりやすいメリットを提供す
る工夫が必要となる。

前述した事務機メーカーＡ社の事例のよう
に、メーカーが代理店の物流・在庫業務を支
援することで、代理店は在庫負担がなくな
り、配送機能も不要になる。したがって、販
売に一層集中でき、在庫負担の軽減によっ
て、メーカーには代理店からの注文が増加す
るようになる。

メーカーの傘下にある代理店には共通する
業務がある。それらを切り出し、できるだけ
束ねる形で共通サービス化することで効率化
できる分野は多い。たとえば受注処理、デー
タ入力、輸送業務、在庫管理、請求書発行、
回収業務、アフターサービス、顧客からの問
い合わせ窓口など、それらは共通サービス化
できる業務が多いはずである。とはいえ、顧
客向けの請求書は顧客別に書式が異なるな
ど、なかには代理店が共通サービス化を拒む
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場合も考えられる。その場合はメーカーと代
理店のサポート部隊とが一体となり、事務の
効率化、顧客へのサポート品質の向上を図る
など、メーカーと代理店が顧客に対し、より
一体となって販売・サポート活動を展開し、
協業活動を強化することが必要である。

3│	代理店再編による代理店 
	 ネットワークの再構築

前述したように、業態変革を行わず、今の
機能を提供するにとどまったままでは、代理
店は限界を迎える。業態変革を進めるには、
代理店を傘下に持つメーカーなどが仲介して
代理店を淘汰・再編させることが必要であ
る。

一方、代理店は単独では生き残ることが難
しい状況にあり、その対策として代理店の統
合が考えられる。代理店の統合には代理店を
意識的に階層化し、業態変革ができる一次代
理店をつくり出し、弱小な代理店を商流上ぶ
ら下げる方法、地域のなかでコアとなる代理
店を定め、その代理店に周辺の地域の代理店
を吸収させる方法がある。

代理店に母店機能を持たせるかどうかは、
物流・在庫機能に中間レイヤー（層）を入れ
る意義があるかどうかで決まる。たとえば流
通頻度が高く、中間在庫・物流機能が必要と
なる場合や、小口取引が多く代金回収が煩雑
かつリスクが高い場合は、代理店の階層化で
効率が高まるケースが多い。

小規模な代理店の場合には、単独では今後
の生き残りが厳しい。統合と再編を仕掛ける
ことが有効なケースもある。たとえば付加価
値型代理店を意識的につくり出し、その代理
店の傘下に他の代理店を二次代理店化する階

層構造を持たせることが考えられる。業態変
革ができる代理店を意識的につくり出し、こ
うした代理店に一次代理店の機能を担わせる
ことで、改革意識を持ち変革を進める代理店
と、そうではない代理店を明確に選別する。

この際、代理店の規模の大小を問わず、代
理店のやる気やソリューション営業に対する
取り組み体制、代理店経営者の意識をダイナ
ミックにくみ取ることが必要となる。大事な
のは付加価値が高い一次レイヤーをいかにつ
くり出すかである。一次代理店については、
明確な業態変革シナリオに基づき、他の代理
店をビジネスモデル的にも引っ張っていける
代理店を意識的につくり出さなければならな
い。

加えてメーカーは、一次代理店が実行すべ
き機能を明確に定義しておく必要がある。一
次代理店は傘下の代理店の経営品質を高める
機能を有していなければならない。そのよう
な代理店をつくり出すため、メーカーは一次
代理店の経営品質を高め、傘下の代理店に指
導もできるような経営者の資質を見抜かなけ
ればならない。経営品質には、自己資本比率
などの財務的側面ばかりでなく、バランスス
コアカードなどの指標を使った経営管理によ
り、傘下の代理店の質を高めることも含まれ
る。そのうえで、従来の商品単品売りではな
く、取り扱い商品に他社商品やサービスを組
み合わせる形で顧客目線に立った付加価値型
事業をつくり出し、それを傘下の代理店に教
育・啓蒙していく機能が求められる。

そのためには顧客ニーズの変化を分析し、
顧客ニーズに合った商品やソリューションを
組み合わせる機能を持たせることで、代理店
として、製造業の直販との差別化を図らねば
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ならない。
最後に効率性の観点から、地理的に近い代

理店の統合や経営危機に陥っている代理店救
済、企業文化が近く親和性の高い代理店同士
などの統合を検討する。代理店の統合で最も
多いのは経営危機にある代理店の救済である
が、代理店の経営体質、経営者の意欲なども
見極めて検討する必要がある。

代理店販売の改革は、衰退する代理店経営
の現状にあっては喫緊の課題である。公平性
に基づいた代理店販売を真に実現するため、
経営者の資質ややる気などから業態変革が実
現可能な代理店を選定し、育成しなければな
らない。また、代理店が販売活動で顧客の付
加価値を向上させる活動に専念できる環境を
つくり出すため、代理店の間接業務の共通基

盤を提供することで生産性の向上を図る。顧
客接点を活かしながら業態変革ができる代理
店を核に代理店再編を進め、それによって代
理店販売改革を進めるという成長シナリオを
描き出すことが、今こそ求められる。

著 者

青嶋  稔（あおしまみのる）
グローバル事業コンサルティング部グループマネー
ジャー
専門はM&A戦略立案、買収後の戦略・組織統合、
事業戦略立案、海外事業戦略立案、本社改革など

長尾良太（ながおりょうた）
グローバル事業コンサルティング部主任コンサルタ
ント
専門は事業戦略、マーケティング全般、精密機器・
事務機業界、消費財業界など


	要約
	Ⅰ 現在の代理店経営――代理店経営の問題点と改革の必要性
	Ⅱ 代理店販売の問題点――業態変革のできる代理店を集約化
	Ⅲ 代理店販売改革への示唆――業態変革・間接業務の共通化・再編による改革
	1│ 業態変革の事例
	1－1 パナソニック
	1－2 TOTO
	1－3 菱食
	1－4 米国シネックス

	2│ 代理店間の間接業務を徹底強化し、代理店販売力を強化した事例
	3│ 代理店再編で強い代理店をつくり出した事例

	Ⅳ 代理店販売改革の方向性――メーカーによる代理店販売改革の３つの方向性
	1│ 業態変革による代理店成長シナリオ
	2│ 代理店の間接業務支援
	3│ 代理店再編による代理店ネットワークの再構築

	著者略歴

